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要旨： 仮橋脚構造は，使用期間が短いことを考慮した耐震設計が行われ，設計時を上回る地震動入力も想定

される。筆者らは地震動の過大入力時に作用するヒューズ機構を採用した仮橋脚構造を提案している。この

ヒューズ機構に用いる扇形のモルタルヒューズの変形挙動を確認するため，供試体試験と 3 次元非線形 FEM

解析による解析的検討を実施した。試験結果と解析結果から，モルタルヒューズは最大荷重到達後，載荷部

の圧縮破壊と割裂ひび割れが発生し，脆性的な破壊挙動を示した。この破壊挙動から，最大耐荷力の算定式

を提案し，算定式での耐力は扇の中心角を変更した場合においても，概ね一致する結果となった。 

キーワード：仮橋脚構造，モルタルヒューズ，耐荷特性 

 

1. はじめに 

 仮橋脚構造は，仮設構造物であり，本設構造物施工中

の代替設備として設置される。例えば，鉄道構造物の建

設工事では，線路を工事桁で仮受し，工事桁を支持する

構造物として仮橋脚が設置される。道路橋などの工事で

は，道路の切り回しなどで用いられる仮橋梁で桁を受け

る橋脚として仮橋脚が用いられる例がある。 

 仮橋脚構造の耐震設計は，使用期間が短いことが反映

されている例がある。例えば，1973 年に公表された栗林

らによる検討 1)では，使用期間を 10 年とした再現期間に

よる設計水平震度を示している。道路橋の仮設構造物工

指針 2)では，設計水平震度の 1/2 を考慮するという規定

もある。鉄道事業者では，仮設構造物の耐震設計を L1 地

震動に対しては設計水平震度 0.25，L2 地震動に対しては

本設構造物の耐震性能の 1/2 を有すると規程 3)している

場合もある。 

以上のように仮橋脚構造では，一般に使用期間が短い

ことを前提に耐震設計が考えられているが，近年の地震

発生状況を考えると大きな地震が続けて起きる場合もあ

り，2016 年の熊本地震がその典型的な事例 4)と考えられ

る。 

仮橋脚構造では，多くが大規模地震に対応した耐震設

計となっていないと考えられ，仮に大規模地震対応の耐

震設計を実施した場合，部材断面や基礎構造が大きくな

り，仮橋脚構造を含む仮設構造物のコストアップが避け

られなくなると考えられる。 

図－1 に，筆者らが提案 5）している仮橋脚構造の略図

を示す。この構造はヒューズ機構を取付けることで，L1

地震動では損傷させずに，L2 地震動のような大規模地震

に対してヒューズ機構が作動し，落橋等の重大な被害を

防止することを意図している。ヒューズ機構の略図を図

－2 に示す。ヒューズ機構は，板状のモルタルヒューズ

とコイルバネから構成される。大規模地震が発生した場

合，モルタルヒューズが破壊し，コイルバネと桁などの

慣性質量から構成される振動系の固有周期の長周期化へ

移行させる役割がある。 

本検討では，ヒューズ機構に用いるモルタルヒューズ

の供試体試験と再現解析を実施し，破壊メカニズムの確

認と耐力評価法の検討を実施した。また，任意の破壊耐

力でヒューズ機構を発動させるため，鋼管径，モルタル

強度，中心角を変更した解析を実施し，破壊耐力に及ぼ

す影響を明らかにすることとした。 

 

 

図－1 ヒューズ機構を有する仮橋脚構造 

 

 
図－2 ヒューズ機構の略図（上面図） 
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図－3 供試体試験の状況  

表－1 モルタルヒューズの種類 

 

 

 
(a) 均等載荷時の破壊性状 

f’ck＝18/5N/mm2,φ114-φ307③ 

 

(b)  不均等載荷時の破壊性状 

f’ck＝55.7N/mm2，φ216-φ584② 

 

(c) 不均等載荷時の破壊性状 

f’ck＝55/7N/mm2，φ319-φ882② 

図－4 載荷試験後の供試体の破壊性状 

 

2. モルタルヒューズの供試体試験 

2.1 供試体試験 

(1) 試験条件 

ヒューズ機能を構成しているモルタルヒューズの力

学特性と破壊挙動を確認するための供試体試験を実施し

た。 図－3に供試体試験のセット状況を示し，表－1に

試験に用いる供試体の種類を示す。載荷側鋼管にはモル

タルを充填し，モルタルヒューズを圧縮方向に載荷を実

施した。モルタルヒューズ供試体の製作には，市販のプ

レミックス材料を用いた。供試体は，モルタル材料の圧

縮試験より圧縮強度が 18.5 N/mm2（設計強度 8.2 N/mm2），

55.7N/mm2（設計強度 50.3 N/mm2）の 2 パターンとした。

供試体厚さは 20mm，扇の角度は 45°で統一とした。径

は載荷側鋼管および外側鋼管の形状（φ1-φ2）に合わせ

たφ114-φ307，φ216-φ584，φ319-φ882 の 3 パターン

とし，強度ごとの合計 6 パターンの供試体を製作した。

各パターンの試験は 3 回ずつ実施し，平均値を算出する

こととした。割裂強度は割裂試験より圧縮強度 18.5N/ 

mm2が 6.8N/ mm2，圧縮強度 55.7N/ mm2が 15.7N/ mm2で

あった。 

(2) 試験結果 

代表的な載荷試験後の供試体の状況を図－4(a)～(c) 

に示す。最大荷重に到達後，図－4(a)に示すようにモル

タルヒューズの載荷鋼管側が圧縮破壊により崩壊し，高

さ方向に割裂破壊を起こす破壊性状となった。圧縮破壊

する位置は載荷鋼管側に接している面から全高の 1/6～

1/5 位置までが押しつぶれる破壊性状となった。また，各 

表－2 供試体試験の最大荷重 

 

 

供試体において最大荷重前に鉛直方向のひび割れが目視

で確認された。 

圧縮強度 55.7N/ mm2 のφ319-φ882②の供試体は，図

－4(b)～(c)に示すように角部からの局部的な破壊が先

行して発生した。その他の供試体とは異なる破壊性状か

ら，不均等載荷によるものと考えられるため，試験値の

サンプルとしては妥当ではないと考え，本検討における

試験値の平均値の算出時には含まないこととした。 

載荷試験における最大荷重を表－2 に示す。載荷試験

における荷重変位関係を図－5～6に示す。試験結果の定

量的な考察は 2.2 節に解析結果と合わせて示す。 

2.2 供試体試験の再現解析 

(1) 解析条件 

 本解析に用いた解析ツールは，汎用解析プログラム

DIANA6)（以下，DIANA）を用いた。解析では，DIANA

に準備されている前川らが開発したコンクリートの弾塑

性破壊構成則 7)8)を適用し，引張軟化曲線はべき関数モデ

ル 6)とした。モルタル材料の引張軟化係数は，無筋コン

クリートの参考値 9)である 4 とした。
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(a) φ114-φ307 

 

(b) φ319-φ882 

図－5 f’ck=18.5 N/ mm2 の荷重変位関係 

 

 
(a) φ114-φ307 

 

(b) φ319-φ882 

図－6 f’ck=55.7N/ mm2 の荷重変位関係 

 

 
図－7 解析モデルの例（φ114-φ307） 

 

図－7 に，解析モデルの例を示す。解析モデルは，載

荷状況を再現するため，載荷側鋼管，モルタルヒューズ

供試体，外側鋼管を含めた全体系とした。本解析では，

載荷側鋼管を弾性体として扱った。解析モデルの要素は

8 節点アイソパラメトリック要素を用い，モルタルヒュ

ーズ部分の要素分割は，円周方向を 10 分割，半径方向の

要素高さを 10 分割とし，要素のアスペクト比は 1:5 以下

になるように設定した。モルタルヒューズの厚さ方向は，

4 分割とした。載荷側鋼管とモルタルヒューズ供試体，

モルタルヒューズ供試体と供試体との接触面には，載荷

側鋼管の鋼管面とモルタルヒューズのモルタル面の接触

面の挙動を表現するための界面要素を配置した。界面要

素は，コンクリートと鋼板などの非連続面に適用可能で

あり，クーロン摩擦モデルに基づき，鋼とコンクリート

の摩擦係数は 0.5 に設定した。外側鋼管の境界条件は，

全方向固定とした。載荷は変位制御で行い，１ステップ

の鉛直変位を 0.1mmとし，50ステップ（鉛直変位で 5mm）

まで載荷した。 

(2) 解析結果 

 図－5～6に，試験の荷重・変位関係に解析結果を表示

している。試験結果と解析結果を比較すると，解析結果

は試験結果を概ね再現できていると言える。最大荷重後

のポストピーク挙動に関しては，試験結果にばらつきは

あるもののモルタルの圧縮強度 18.5N/mm2の試験結果で

は負勾配を持ちながら荷重が低下する傾向を示すのに対

し，モルタルの圧縮強度 55.7N/mm2の場合は最大荷重値

に達したあと，急激に荷重が低下し，最大荷重値の 10％

程度以下となっていた。解析結果のポストピーク挙動に

関しては，全体的に負勾配を有しながら荷重が低下して

いく傾向となった。最大荷重後の下り勾配の試験値と解

析値との違いは，モルタル材料の圧縮強度以降の勾配が

供試体のモルタル材料より，解析に用いた材料構成則の

方が緩くなっていたためと考えられる。 

(3) 破壊挙動 

 図－8(a)は，最大荷重時点の圧縮主ひずみ，図－8 (b)

は最大荷重時点の次のステップの圧縮主ひずみ，図－8 

(c)は最大荷重時点の次のステップのひび割れひずみの

コンター図である。 

解析結果からは，図-8(a)の最大荷重時点では圧縮主

ひずみの最大値周辺付近の領域を含めて大きな変形は見

られないが，最大荷重時点の次のステップである図-8(b)  
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(a) 圧縮主ひずみ(最大荷重時) 

 

(b) 圧縮主ひずみ(最大荷重直後) 

 

(c) ひび割れひずみ(最大荷重直後） 

図－8 圧縮主ひずみとひび割れひずみのコンター図（変形倍率 20倍） 

 

 

図－9 モルタルヒューズの想定破壊面の略図 

 

では圧縮主ひずみの最大値付近を中心に圧縮変形が顕著

に生じていることが分かる。図－8(c)では最大荷重の次

のステップでは主圧縮ひずみが卓越している領域の下端

付近から外側鋼管方向にひび割れが発生していることが

確認できる。圧縮の影響は載荷面からモルタルヒューズ

高さの約 1/6～1/5 の範囲であり，この領域がさらに押し

込まれることで割裂的な破壊が発生し，耐荷性能を低下

させたと考える。他の解析モデルも概ね同様のひずみ分

布であり，この破壊性状は実験結果とも概ね一致する。 

2.3 モルタルヒューズの耐力評価法 

試験結果と FEM 解析の結果から上部の圧縮破壊と高

さ方向の割裂破壊の直前が最大耐力となることが分かっ

た。圧縮と割裂による破壊がほぼ同時に発生することか

ら，モルタルヒューズの耐力評価法についてはモルタル

ヒューズの耐力は圧縮破壊による耐力と割裂破壊時によ

る耐力をそれぞれ算出し，供試体試験結果と比較するも

のとした。モルタルヒューズの耐力算定上の想定破壊面

を図－9に示す。 

圧縮破壊の抵抗断面積は供試体厚さと破壊領域に近

い載荷鋼管側（半径 r1）の弧と弦の長さを用いてそれぞ

れ算出する。 圧縮破壊時による耐力 Pc1，Pc2と抵抗面積

A1，A2の算定式を式(1)，式(3)に示す。 

𝑃௖ଵ＝𝑓௖௞
ᇱ ・𝐴ଵ 

𝐴ଵ＝𝑟ଵ𝜃・𝑡 

 

𝑃௖ଶ＝𝑓௖௞
ᇱ ・𝐴ଶ 

𝐴ଶ＝2𝑟ଵ sin
𝜃

2
∙ 𝑡 

 

ここに f’ckはコンクリートの圧縮強度，t はモルタルヒ

ューズの厚さ，θ は中心角（rad）である。 

割裂破壊の抵抗断面積は供試体厚さと破壊領域から

モルタルヒューズの高さを用いて算出することとした。

モルタルヒューズ高さは載荷側鋼管の半径 r1と支点鋼管

側半径 r2の関係から算出することとし，割裂破壊による

耐力 Ptと抵抗面積 A3の算定式を式(5)に示す。 

 

𝑃௧＝𝜎௧・𝐴ଷ 

𝐴ଷ＝(𝑟ଶ − 𝑟ଵ) ∙ 𝑡 

 

ここに σtはコンクリートの割裂強度， t はモルタルヒ

ューズの厚さである。 

式(1)，(3)，(5)により算定したモルタルヒューズの耐力と

試験値の比較を表－3 に示す。各算定強度の右に試験値

に対する比率を示す。試験値に対する比率は（算定値／

試験値）により算出している。 

圧縮強度 18.5N/ mm2の場合，式(5)による耐力算定値 Pt

は試験値に対する比率が約 0.92～1.00 となった。式(1)，

(3)による耐力算定値 Pc1，Pc2は約 1.10～1.25 となり，上

方に評価する結果となった。 

 

表－3 供試体試験結果と各耐力算定式による最大荷重の比較 

 

(5) 

(1) 

(2) 

(6) 

(3) 

(4) 
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圧縮強度 55.7N/ mm2の場合，式(1)，(3)による耐力算 

Pc1，Pc2は試験値に対する比率が約 0.89～1.16 となった．

式(5)による耐力算定値 Ptは約 0.54～0.73 となり，下方に

評価する結果となった。算定値の試験値に対する比率の

平均値と変動係数は Pc1，Pc2，Ptを比較した結果，Pc2が試

験値に対する比率の平均値は 1.08 と最も試験値に近い

結果となった。Pc1については試験値に対する比率の平均

値は 1.09 と Pc1とほぼ同等で，変動係数は Pc1，Pc2ともに

0.15 であった。 

圧縮破壊による耐力算定値 Pc2 が割裂破壊による耐力

算定値 Ptより試験値に近い算定結果となったのは，破壊

メカニズムとして載荷側鋼管付近の圧縮破壊がトリガー

となる点とも整合しており，試験値を概ね妥当に表現し

ていると考えられる。ただし，変動係数が 0.15 と比較的

大きい結果となった．本構造を実用化する場合，モルタ

ルヒューズの設計耐力算定時には，この変動係数を考慮

する必要があると考える。 

 

3. モルタルヒューズの形状変化に伴う耐荷性能の検討 

 本章では第 3 章で実施した解析モデルの中心角 α を変

更し，耐荷性能の比較検討を実施した。また，モルタル

ヒューズの耐力算定式の妥当性の検証を同時に実施した。 

3.1 解析条件 

 解析対象としたモルタルヒューズのパラメータを表－

4に示す。圧縮強度は 18.5N/ mm2，55.7N/ mm2とし，扇

形形状はφ114-φ307，φ319-φ882 とした。モルタルヒ

ューズの中心角については仮橋脚構造において橋軸方向

と橋軸直角方向に 4 枚配置することを考慮し，3 章で実

施した 45°に加えて 30°，60°，75°，90°の 15°ご

とに変化させた 5 種類とした。モルタルの構成則や境界

条件などの条件は 2 章の解析条件と同様とした。 

 

3.2 解析結果 

(1) 破壊領域 

 図－10 に圧縮強度 55.7N/ mm2 の各中心角のモルタル

ヒューズの最大荷重時点の圧縮主ひずみコンター図を示

し，破線は破壊領域を示す。破壊領域は高さ方向の載荷

側鋼管から 1/5 程度までの位置で円周方向に広がる範囲

を示し，2 章の結果ともおおむね一致している。中心角

が大きくなるほど，圧縮領域も同様に大きくなる結果と

なった。これにより，圧縮力に対する抵抗面積が大きく

なっていると考えられる。 

(2) 荷重変位関係 

図－11～図－12 に各モデルの解析結果の荷重変位関

係を示す。 

中心角が大きくなるごとに最大荷重と原点を結ぶ割

線剛性が大きくなる傾向となった。これは，モルタルヒ

ューズの中心角が大きくなることで圧縮領域の断面積が

大きくなり最大荷重が上昇するためと考えられる。 

ポストピーク挙動に関しては，全体的に負勾配を有し

ながら荷重が低下していく傾向となった。 

(3) 耐荷性能 

各解析モデルの最大荷重と式(3)によって算出される

耐力値を表-5に示す。 

 圧縮強度 18.5N/ mm2 のφ114-φ307 の解析モデルでは

中心角が 15°大きくなるごとに最大荷重が 4～10kN 程

度大きくなり，φ319-φ882 の解析モデルでは 15～19kN

程度大きくなった。 

圧縮強度 55.7N/ mm2 のφ114-φ307 の解析モデルでは

中心角が 15°大きくなるごとに最大荷重が 16～23kN 程

度大きくなり，φ319-φ882 の解析モデルでは 41～49kN

程度大きくなった。 

解析結果は式(3)により算出される算定耐力とも概ね

一致している。これにより，破壊耐力を調整し，任意の

地震動レベルでヒューズ機構を発動させることが可能で

あると考える。 

 

 

表－4 解析対象のモルタルヒューズの種類

 
 

 

 
(a) 中心角 30° 

 

(b) 中心角 45° 

 

(c) 中心角 60° 

図－10 各中心角のモルタルヒューズの圧縮主ひずみコンター図（f’ck=55.7N/ mm2,φ114-φ307,変形倍率 20 倍） 
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(a) φ114-φ307 

 

(b) φ319-φ882 

図-11 f’ck=18.5N/ mm2の荷重変位関係 

 

 
(a) φ114-φ307 

 
(b) φ319-φ882 

図－12 f’ck=55.7N/ mm2の荷重変位関係 

 

表－5 中心角ごとの最大荷重と耐力算定式（式(3)）による最大荷重 Pc2の比較 

 
 

4. まとめ 

 本検討の中で得た結論を以下にまとめる。 

(1)  3 次元非線形 FEM 解析を用いて，モルタルヒュー

ズの供試体試験の荷重変位関係を概ね再現すること

ができた。 

(2)  モルタルヒューズの FEM 解析結果から，破壊挙動

は載荷側鋼管直下付近の圧縮領域で破壊が発生し，

圧縮破壊領域がひとつの塊となりさらに変形が進み，

モルタルヒューズ供試体中心で左右方向の変形が進

む割裂破壊となるメカニズムであった。 

(3)  モルタルヒューズの耐力評価法の検討を実施した

結果，圧縮破壊による耐力算定値が試験結果をほぼ

妥当に評価していた。 

(4)  鋼管径，モルタル強度，中心角を変化させた解析を

実施し，破壊耐力を算定できることを明らかにした。

上記のパラメータを変化させることで破壊耐力を調

整し，任意の地震動レベルにおいてヒューズ機構を

発動させることが可能であると考える。 
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